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1 平成29年度決算について 

① 歳入決算額 1,059億8,529万円（前年度比▲ 41億2,905万円， 3.7％減） 

  歳出決算額 1,026億1,213万円（前年度比▲ 44億8,315万円， 4.2％減） 

  歳入歳出収支  33億7,316万円 

 

② 保険給付費 620億3,349万円（前年度比▲17億6,200万円，2.8％減） 

    

③ 被保険者数（4～3月平均）21万477人（前年度比▲11,823人，5.3％減） 

                 

④ 一人あたり医療費 350,776円（前年度比＋9,204円，2.7％増） 

 

⑤ 保険料現年度収納率 93.44％（前年度比1.3ポイント増） 
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2 平成29年度決算国保財政の内訳 

※（）内は，歳入歳出合計に対する構成比 

国庫支出金 
258.6億円（23.5％） 

前期高齢者交付金 
224.9億円（20.4％） 

県支出金 
56.5億円（5.1％） 

共同事業交付金 
223.6億円（20.3％） 

歳入 
1,101.1億

円 

保険料 
207.1億円（18.8％） 

療養給付費交付金 
13.6億円（1.2％） 

一般会計繰入金 
88.7億円（8.1％） 

その他 
28.1億円（2.6％） 

保険給付費 
637.9億円（59.6％） 

前期高齢者納付金 
0.1億円（0.0％） 

後期高齢者支援金等 
121.5億円（11.3％） 

介護納付金 
46.2億円（4.3％） 

歳出 
1,071.0億

円 

総務費，保健事業等 
32.0億円（3.0％） 

共同事業拠出金 
233.3億円（21.8％） 

国庫支出金 
258.6億円（23.5％） 

前期高齢者交付金 
224.9億円（20.4％） 

県支出金 
56.5億円（5.1％） 

共同事業交付金 
223.6億円（20.3％） 

歳入 
1,101.1億

円 

保険料 
207.1億円（18.8％） 

療養給付費交付金 
13.6億円（1.2％） 

一般会計繰入金 
88.7億円（8.1％） 

その他 
28.1億円（2.6％） 

保険給付費 
637.9億円（59.6％） 

前期高齢者納付金 
0.1億円（0.0％） 

後期高齢者支援金等 
121.5億円（11.3％） 

介護納付金 
46.2億円（4.3％） 

歳出 
1,071.0億

円 

総務費，保健事業等 
32.0億円（3.0％） 

共同事業拠出金 
233.3億円（21.8％） 

国庫支出金 
258.6億円（23.5％） 

前期高齢者交付金 
224.9億円（20.4％） 

県支出金 
56.5億円（5.1％） 

共同事業交付金 
223.6億円（20.3％） 

歳入 
1,101.1億

円 

保険料 
207.1億円（18.8％） 

療養給付費交付金 
13.6億円（1.2％） 

一般会計繰入金 
88.7億円（8.1％） 

その他 
28.1億円（2.6％） 

保険給付費 
637.9億円（59.6％） 

前期高齢者納付金 
0.1億円（0.0％） 

後期高齢者支援金等 
121.5億円（11.3％） 

介護納付金 
46.2億円（4.3％） 

歳出 
1,071.0億

円 

総務費，保健事業等 
32.0億円（3.0％） 

共同事業拠出金 
233.3億円（21.8％） 

国庫支出金 
258.6億円（23.5％） 

前期高齢者交付金 
224.9億円（20.4％） 

県支出金 
56.5億円（5.1％） 

共同事業交付金 
223.6億円（20.3％） 

歳入 
1,101.1億

円 

保険料 
207.1億円（18.8％） 

療養給付費交付金 
13.6億円（1.2％） 

一般会計繰入金 
88.7億円（8.1％） 

その他 
28.1億円（2.6％） 

保険給付費 
637.9億円（59.6％） 

前期高齢者納付金 
0.1億円（0.0％） 

後期高齢者支援金等 
121.5億円（11.3％） 

介護納付金 
46.2億円（4.3％） 

歳出 
1,071.0億

円 

総務費，保健事業等 
32.0億円（3.0％） 

共同事業拠出金 
233.3億円（21.8％） 

国庫支出金 
244.8億円（23.1％） 

前期高齢者交付金 
252.5億円（23.8％） 

県支出金 
51.4億円（4.9％） 

共同事業交付金 
201.4億円（19.0％） 

歳入 
1,059.8
億円 

保険料 
189.0億円（17.8％） 

療養給付費交付金 
10.2億円（1.0％） 

一般会計繰入金 
78.8億円（7.4％） 

その他 
31.7億円（3.0％） 

保険給付費 
620.3億円（60.5％） 

前期高齢者納付金 
0.4億円（0.0％） 

後期高齢者支援金等 
118.1億円（11.5％） 

介護納付金 
44.6億円（4.3％） 

歳出 
1,026.1
億円 

総務費，保健事業等 
32.4億円（3.2％） 

共同事業拠出金 
210.3億円（20.5％） 



（単位：億円）

H28 H29-H28

予算現額 決算額 不用額 決算額 増減額

　総務費 17.5 17.0 0.5 17.0 0.0 

　保険給付費 625.6 620.3 5.3 637.9 ▲ 17.6 

　後期高齢者支援金等 118.5 118.1 0.4 121.5 ▲ 3.4 

　前期高齢者納付金 0.4 0.4 0.0 0.1 0.3 

　介護納付金 45.0 44.6 0.4 46.2 ▲ 1.6 

　共同事業拠出金 218.2 210.3 7.9 233.3 ▲ 23.0 

　保健事業費 10.5 9.4 1.1 9.7 ▲ 0.3 

　その他 9.1 6.0 3.1 5.3 0.7 

合計 1,044.8 1,026.1 18.7 1,071.0 ▲ 44.9 

H29
項目
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保険給付費は，被保険者数の減等により，H28年度決
算額と比較して約17.6億円の減となった。 
 
 

3 平成29年度歳出決算について 

共同事業拠出金は，宮城県全体の拠出対象事業費の
減により， H28年度決算額と比較して約23億円の減
となった。 
 



（単位：億円）

H28 H29-H28

予算現額 決算額 決算-予算 決算額 増減額

　国民健康保険料 182.1 189.0 6.9 207.1 ▲ 18.1 

　国庫支出金 214.7 244.8 30.1 258.6 ▲ 13.8 

　療養給付費交付金 12.6 10.2 ▲ 2.4 13.6 ▲ 3.4 

　前期高齢者交付金 252.3 252.5 0.2 224.9 27.6 

　県支出金 55.7 51.4 ▲ 4.3 56.5 ▲ 5.1 

　共同事業交付金 209.0 201.4 ▲ 7.6 223.6 ▲ 22.2 

　その他 31.2 31.7 0.5 28.1 3.6 

　一般会計繰入金 87.2 78.8 ▲ 8.4 88.7 ▲ 9.9 

合計 1,044.8 1,059.8 15.0 1,101.1 ▲ 41.3 

H29
項目

4 

4 平成29年度歳入決算について 

国民健康保険料は，被保険者数の減等に伴う調定額の
減少により，H28年度決算額と比較して約18.1億円の減
となった。 

共同事業交付金は，交付対象事業費の減により， H28
年度決算額と比較して約22.2億円の減となった。 
 

国庫支出金は，保険給付費の減等により，H28年度決算
額と比較して約13.8億円の減となった。 

前期高齢者交付金は，過年度交付分の精算に伴う追加
交付によりH28年度決算額と比較して27.6億円の増と
なった。 
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 5 決算時の一般会計繰入金の考え方 

 
保険給付費等 

 
 

保険料等 

（947.3億円） 

一般会計繰入金（法定分） 

（78.8億円） 

歳出（1,026.1億円） 歳入（1,059.8億円） 

 保険給付費などの歳出額と，納付された保険料や交付を受けた国・県支出金などの歳入額
の差として生じた不足額は，一般会計からの繰入金で収支を均衡させている。 

 平成29年度決算では，国費等の超過交付分（翌年度返還），国からの被災自治体への財政
支援（調整交付金）等により生じたプラス収支分を翌年度に剰余繰越している。 

剰余繰越 

（33.7億円） 
・国費等超過交付分 

・国庫補助金のうち 

被災自治体への財政支援
（調整交付金） 等 
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6 被保険者の年齢構成と医療費 
被保険者数の40.8％を占める65～74歳の被保険者が，医療費では全体の60.1％を占めて
いる。 

一人当たりの医療費 （単位：円）

65～74歳 65歳未満 全体

H28年度 515,606 231,715 341,572

H29年度 517,707 236,189 350,776

増減率 0.4% 1.9% 2.7% 
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7 保険料収納率（現年度）の推移 

（資料）厚生労働省「国民健康保険（市町村）の財政状況について」 

 ※H29年度の仙台市の収納率については速報値 

 29年度は「積極行動戦略9385に基づいた収納対策の実施」「福祉系債権の徴収・収
納業務の一元化」「効率的な滞納整理の運営」により，1.3ポイントの増となった。 


